
北草研報36:7 -11 (2002) 

共催公開シンポジウム f21世紀の北海道畜産・草地の展望」

はばたく北海道畜産、その現状と未来

1.はじめに

この数十年で本道は国内最大の畜産地帯へと発

展してきた。国民各層が本道畜産にかける期待

も大きい。しかし、府県の畜産と同様、多くの

課題や問題点があることも事実である。米や畑

作物と同様、大型専業農家が中心を占める分、

府県にはない悩みも抱えている。本稿では、本

道の畜産全体を対象に、これまでの歴史を振り

返り、現状と問題点を明らかにしつつ、今後の

進むべき方向や新たな可能性を示してみたい。

2.本道畜産の歴史

1)発展の土台を創った先人達

本格的な開拓以来わずか百年余の本道が、い

かにして急速に圏内の畜産王国へと発展したの

か。広大な未聞の用地があり、新しい仕組みの

農業を展開できるという利点はあったが、反面、

積雪・寒冷というきびしい自然条件が立ちはだ

かったに違いない。幾多の情熱溢れる優れた先

人の活躍、本州各県から移住し開拓と家畜の飼

養・利用に取り組んだ多くの先輩達の血と汗の

結品を土台に、今日の本道畜産は築き上げられ

た。こうした歴史を踏まえてこれからの畜産の

発展を考えなければならないが、紙面の関係も

あるので主な経過の概要にのみ触れていくこと

としたい。

本道に本格的な家畜導入が開始されたのは明

治初期で、七飯官園、札幌牧場、新冠牧場、札

幌牧牛場などが次々に開設され、家畜の飼養技

術や種畜供給などが進められていった。この創

世記に来日したエドワイン・ダン (1848-1931)

は、酪農・畜産の技術伝達をはじめ牧草・飼料

作物の栽培、洋式農機具の操作法など農業全般

に渡る献身的な指導を行ったばかりでなく、の

ちに酪農・畜産の指導者となる町村金弥など優

秀な先覚者を育て、これらの功労により「本道酪

農の父」と呼ばれている。このダンが心血を注い

で完成した当時の日本最大の牧場、真駒内牧牛

場の初代場長となって、酪農・畜産の技術指導

や本道全体の開拓に力を尽くしたのが前述した

町村金弥 (1859-1944)である。宇都宮仙太郎は

この町村金弥場長の下に酪農界に入門を果たし

た。宇都宮 (1866-1940)は、米国での酪農修行

後、札幌で牧場を初め、のちに生産者や牛乳業

者の組合の組織化をリードし、本道酪農界の大

恩人と呼ばれている。外にも、宇都宮牧場と並

びホルスタインの改良に大きく貢献した町村敬

貴、乳製品の製造販売の先駆者、初代雪印乳業

北海道立畜産試験場場長 田村千秋

社長の佐藤貢、酪農の地位向上に貢献し酪農学

園を創設した黒沢酉蔵、黒沢と共に酪農振興を

押し進めた深沢吉平、本道の農協運動を推進し

た小林篤一、酪農協会の初代会長塩野谷平蔵な

ど忘れてはならない先人や本道畜産の発展に多

大な貢献をされた方々が多い。

2)家畜飼養頭数も着実に増加

家畜飼養頭数をみると、早くも明治40年には

馬の飼養頭数が 11万頭を越え全国最大の馬産地

に成長した。乳牛も着実に増加し、昭和元年に

は1万3千頭を越え全国 1位となる。同時にホル

スタインの導入が活発となり、昭和 5年には飼

養品種のうちホルスタイン種系が 80%以上とな

る。現在では 97%がホルスタインとなっている。

また、飼養頭数は 80万等に到達した。農耕用や

軍馬需要で増加した馬は昭和 29年がピークとな

りその後のトラックやトラクター等の導入に押

され飼養頭数は急速に減少の一途をたどる。羊

毛用に飼育されていためん羊は昭和32年に約26

万頭とピークを迎える。その後、羊毛の輸入量

の増加や化学繊維の台頭により急激に減少して

しまう。豚、採卵鶏は着実に増加を続けそれぞ

れ平成元年、平成 10年にピークを迎える。肉用

牛は昭和 50年頃から徐々に飼養頭数が増加しは

じめ、平成6年に 40万頭を越え全国 1位の飼養

頭数となる。こうした畜産の発展は、拓殖計画

(第 1期:明治 42年~、第2期:昭和2年，，-，)、

北海道総合開発計画(第 1期:昭和 27年~、第

2期昭和 38年，，-，)などの政策によって推進され

た。

畜産関係の技術も飛躍的に発展してきた。繁

殖技術について振り返ると昭和 16年頃から本格

的に実施され出した人工授精が徐々に普及して

いったが、昭和 40年代に凍結精液が実用化され

たことで急速に広まった。昭和 60年には、受精

卵移植技術が普及しはじめ、 「パイテクの時代」

が始まる。酪農の搾乳システムについては、昭

和 30年代にミルカーが導入されその後パイプラ

インミルカーの開発、 50年代にはミルキングパ

ーラーとバルククーラーが整備されてきた。牛

の管理面では、昭和 40年からフリーストール方

式が導入され、 50年代には子牛のカーフハッチ

が実用化された。

このような畜産の着実な発展を支えた教育・

研究の分野の歴史をたどると、創世記の先人教

育の中心となる札幌農学校が明治 9年に開校さ

れ、同年、真駒内牧牛場が設置されている。昭

和に入り、酪農学園の前身となる北海道酪農義
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塾が 8年に設立、北海道農事試験場畜産部が昭

和 11年、帯広畜産大学の前身、帯広高等獣医学

校が 16年に設立を迎えている。

3.北海道畜産の現状と課題

1)北海道畜産の特徴と位置

本道の畜産は広大な土地面積を生かし、府県

に比べ大規模な経営を展開している。農家 1戸

当たりの乳用牛飼養頭数は 87頭で都府県の 2.3

倍、肉用牛は 119頭で 5.6倍、耕地面積も約

16haで13.3倍となっている。規模が大きいばか

りでなく経営形態も府県とは違いがある。本道

の農業収入を主体とする農家の割合は 84.2%で

あるのに対し都府県では 31.8%であり、また、

本道の専業農家の比率は 46.4%と、都府県

17.5%に比べて大きな違いがあるのが分かる(表

1)。

表1.都府県と比べた本道農業の特徴

区分 北海道都府県A/B
耕地面積 (ha/戸) 15. 9 1. 2 13. 3 

乳用牛飼養頭数 (頭/戸) 87. 1 37.9 2. 3 

肉用牛飼養頭数 (頭/戸) 119. 5 21. 3 5. 6 

農業収入を主体とする農家(% ) 84. 2 31. 8 

専業農家 (%) 46.4 17.5 

平成 12年度北海道農業の動向

また、本道農業の粗生産額の約 43%を占める

畜産は本道農業の柱となっているばかりでなく、

国内でも大きなウエイトがある。乳用牛の生産

額は 3千億円を超え圏内生産額の約 40%を占め

ている。肉用牛も全国の 10%以上、軽種馬は

95%以上で、これらはいずれも都道府県順位は

一位を独占している。豚、鶏もそれぞれ全国シ

ェアで約 5%、4%を占め上位生産地域となっ

ている。農業全体の粗生産額も 1兆円を超え全

国の 11%で第 1位の地位となっており、まさし

く北海道は、日本の食糧基地、畜産王国と呼ぶ

にふさわしい地域と言える(表 2)。

表2.本道畜産生産物の生産額と全国シェア

区分 本道の生産額(億円)全国シェア(川県別順位

農業全体 10，574 11.2 1 

畜産 4，578 17.9 1 

乳用牛 3，043 39.7 1 

肉用牛 498 10.8 1 

軽種馬 425 95.2 1 

豚 263 5.2 5 

鶏 294 3.9 8 

平成 12年度北海道農業の動向、北海道農業統計表

2)本道畜産の課題・問題点

。歯止めがかからない農家戸数の減少と担い

手対策

畜産王国として発展してきた北海道、しかし

決して問題点がない訳ではない。農業分野共通

の問題点や畜産分野に特有の課題なども山積し

ている。 WTO体制の下での自由化の荒波にも

まれ、市場価格が下落傾向にあり、生産農家が

打撃を受けているのは、他の農産物と同様であ

る。加工原料乳も順次市場性の強い取引価格制

度へ移行しつつある。乳製品や牛肉などはいず

れもまだ国際的に比較すると主要国と比べ生産

費がかなり高い。飼料の犬半を輸入に依存し、

生産財にも海外のものが使われ、土地や労賃が

高いというきびしいハンデがあるが、今後も地

道にコスト削減の取り組みを続け、高品質で安

心感の高い畜産物の生産によって、輸入品との

確実な差別化を図ることが基本的な課題といえ

る。

農家の戸数が減少し、農村人口も減り続けて

いる。 15歳以上の跡継ぎのいない農家は約 70%

に達している。生乳生産の面から考えると、こ

れまでは、離農した農家の土地や乳牛を他の農

家が規模拡大して引き受けた形となり、能力向

上や技術のレベルアップもあり全体の牛乳生産

は減少することはなかった。しかし、今後は、

離農に見合う用地や飼養頭数の拡大は難しいと

の見方があり、牛乳生産は次第に減少していく

可能性もある。

同時に、農家が減り、農村がさらに過疎化し

ていった場合、集落・村落の機能が低下し、生

活環境などが悪化することによってますます後

継者が育ちづらぐなりかねない。このようなこ

とから、農家の子どもを後継者へと育てること

と併せて、多様な農業・畜産の担い手を確保す

ることは、畜産王国北海道にとって大きな課題

である。

O大型経営の増加に伴う問題点も

すでに述べたように酪農を中心として本道畜

産は着実に発展し欧米の先進地に近い水準まで

進んできたといえる。酪農は、改良の進んだ高

泌乳牛を飼育し、搾乳牛 50頭前後のスタンチョ

ンタイプの方式の農家が主体だが、家族経営で

60頭から 100頭近い搾乳牛を管理するフリース

トール方式の農家も増えてきた。中には、法人

形態で数百頭を抱えるメガファームと呼ばれる

大牧場も出現してきた。乳牛の飼養規模が比較

的小さい農家では、牛の個体管理や近隣の畑作

農家などとの連携、地場産粗飼料の利用などき

めの細かい経営が可能だが、反面労働の長時間

化や施設等の更新に伴うコスト増をカバーしき

れない等の問題を抱えているケースもある。フ

リーストールの大規模経営で、は多額の資本投資

による負債増のリスクやフリーストールへの移

行時に牛のケガ・疾病が増え供用年数が低下す

るなどの問題点も指摘されている。また、大規

模化するに伴い、農地との結びつきがうすれ、

環境問題の深刻化や牧草生産の停滞につながる

事例もみられる。
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肉用牛の中心は乳雄の育成・肥育であるが、

近年輸入肉の増加や不況による影響で枝肉価格

は低い水準となっている。肉質の評価も低下し

ており、乳牛の改良方向との関連も指摘されて

いる。専用種の黒毛和種飼養頭数は増加してき

たが最近は頭打ちの状況。本道の黒毛和種の歴

史は浅く、肥育用子牛(素牛)、枝肉とも市場の

評価は低かったが、平成に入ってからの改良促

進や肥育技術の改善等の取り組みを背景に、道

産の肥育素牛、枝肉とも着実に評価が上向いて

きており、北海道ブランドの確立をめざして、

さらに改良促進、育成・肥育技術の向上などの

両面からの改善が必要である。

昨年、本道畜産は大嵐に見舞われた。口蹄疫

の発生と雪印問題である。北海道における口蹄

疫の発生は、防疫管理の大切さを再認識させら

れたと同時に、感染源とも言われた粗飼料(イナ

ワラ)を輸入に頼り切っている問題点を示したと

いえる。また、牛乳を初め、生産段階から流通

を通して衛生管理を再チェックし、「道産畜産物

は安全」という信頼を得る取り組みを進める必要

があろう。環境負荷の低減、糞用処理は当面の

最重要課題である。 I家畜排植物法j により 16

年 11月までに糞尿の野積みを止め、れき汁が地

下へ浸透しない施設を整えることとなっている。

このため、低コストの施設の早急な検討や堆肥

やスラリーなどの有効利用技術の確立が求めら

れている(表3)。

表 3.酪農・畜産をめぐる現状と課題

。求められる飼料自給率の向上。国際化の進展と価格政策

。担い手の育成、確保対策 の見直し

。家畜改良の推進の実現 。求められる自給飼料の増産

。北海道畜産の位置、役割の重要性

。環境に配慮した畜産の推進 O経営体質の強化

。家畜衛生と畜産物の安全性の確保

2001道酪農・畜産計画

4.本道畜産の発展に向けて

1)施策面からめざす方向

今後の北海道畜産の方向について、道は「酪

肉近計画J I飼料増産計画J I家畜改良増殖計

画」をもとに、 「北海道酪農・畜産計画」を示し

た。それによると、本道は今後とも我が国最大

の酪農・畜産地帯として安定的に畜産物を供給

することが期待されている。このため、乳牛総

飼養頭数は約 7万頭増やして 94万頭とし、牛乳

生産量も約 80万トン増の計画となっている。肉

用牛は総頭数で約 19万頭増、うち専用種を 14

万頭増やす計画。

これを土台に第 1に「国際化に対応し得る生産

体制の構築」、第2に「多様で効率的な経営体の

育成」をめざす方向の柱としている。酪農では、

1戸当たり飼養頭数はさらに大規模化し、高能

力の牛群構成になると想定される。肉用牛は計

画通り進めば、肉専用種の頭数も鹿児島県に続

く日本第 2の主産地となり、丈夫で飼いやすい

肥育素牛とおいしく、安心・安全で手頃価格の

道産ビーフの提供が期待されよう。めざす方向

の柱の第3は「自給飼料に立脚した酪農畜産の推

進」、第4は「環境保全型酪農畜産の推進J、第

5は「ゆとりある酪農畜産経営の展開」である。

自給飼料の利用増大は、国の自給率向上を背景

に道段階でも目標が設定されている。自給飼料

の増産に向けては、飼料基盤の強化、生産性や

品質の向上、放牧推進や公共牧場の活用、飼料

生産の組織化・コントラ利用などが方策として

必要となる。

また、市場価格の動向や消費者サイドのコン

センサスが前提となるが、酪農・畜産の経営安

定施策として「直接所得保障」の検討も進められ

るであろう。
表 4.乳牛・肉用牛の生産・飼養頭数の目標

種類区分 現在(平 10年)目標(平 22年)

乳牛総頭数(頭) 878，200 943，300 

経産牛 f頭) 493，500 551，400 

搾乳量(kg/頭) 7， 390 8，800 

牛乳総生産量(万 t) 364 483 

肉用牛総頭数(頭) 413，800 626，000 

専用種繁殖雌牛(頭)56，800 127，000 

専用種肥育牛(頭) 43，100 98.000 

北海道酪農・肉用牛生産近代化計画

2)進化する北海道酪農

乳牛の泌乳能力はさらに改良が進められ、 10

年後の経産牛 1頭当たりの乳量は 8，800kgが目

標である。 ET技術を活用した改良システム (M
OET)やDNA診断などの成果を土台に目標実

現をめざす。飼料の利用性や繁殖性・肢蹄の強

健性さらに乳房炎に対する抵抗性などの選抜・

淘汰がすすむことも期待されている。また、放

牧に向きチーズづくりに適した能力などが評価

できると、農家の経営に合ったタイプの乳牛あ

るいは品種を選ぶことも可能となろう。

今後も続くと想定される規模拡大。大型のフ

リーストール方式はさらに普及し、数百頭規模

のメガファームも各地に出現するであろう。そ

こでは大群管理に適した構造のフリーストール

に衛生管理が行き届いた巨大ミルキングパーラ

ー、個体が自動的に識別され、乳量・乳質はも

ちろん採食・繁殖行動もチェックされるシステ

ム。乳検・共済データがオンラインされていて

随時必要な飼料の給与量のほか繁殖・疾病予防

の管理プログラムが示される。牛の消化生理、

泌乳生理にもとづく研究も進みルーメンコント

ロールを中心とする栄養管理も徽密化し、搾乳

ロボットや自動日甫乳装置はさらに普及が進む。

しかし今後の酪農がすべて大規模な法人経営タ

イプとなるのではなく、経産牛 100頭規模の家
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族経営も一つの柱。低コストで自給粗飼料を高

度に利用し循環型のシステムをめざす。また、

新規参入者に希望も多い放牧中心でゆとりある

タイプの経営も増加が期待されている。大規模

経営を含め、これからの経営を支えるためのあ

たらしい分業システムの構築が重要なポイント

である。例えば搾乳・飼料給与、繁殖・一般管

理は従来通り酪農家が行うが、子牛のほ育・育

成、飼料生産・ TMR供給、糞尿処理などを専

門の組織に外注化する。組織の形は、会社， J 
A、公共牧場、共同作業体、農家個人など多様

な形態がとられるだろう。これは、時間的なゆ

とりの創出のほか、効率的な経営や進化した技

術を取り入れる上でも必要である。放牧の推進

は用地の確保など施策面からの支援が必要だが、

牛の行動習性にもとづく誘導技術の確立や適性

草種の導入、補助飼料給与方式などさらに技術

開発の面からのサポートも必要。放牧飼養に搾

乳ロボットを利用できるか否かの研究成果も待

たれる。

0飛躍・定着するか道産ビーフ

道産ビーフ定着をめざして飛躍が期待される

肉用牛の黒毛和種については、まず遺伝的な改

良による能力のワンランクアップがカギとなる。

クローンなど先端技術を用いた効率的な検定手

法の導入やフィールド重視の成績評価法を取り

入れ「深晴波」を上回る優良種雄牛を作出するこ

とにより、道産子牛の市場評価は雌牛も含めて

一段と高くなるであろう。種雄牛、繁殖雌牛と

も肉量・肉質のバランス、さらに子牛の発育性、

日甫乳能力、粗飼料利用性など北海道ならでは牛

づくりの進展にも注目される。道産ビーフは、

公共牧場の有効利用を含めイナワラや麦梓など

自給粗飼料を充分活用した生産方式を基調にし

たい。各飼料資源の消化生理面からの研究蓄積

による新たな飼料評価の情報を盛り込んだ育

成・肥育マニュアルの確立が求められる。

養豚は、大型化が進み農家数は減少していく

が、高能力のハイブリッド豚やSPF(清浄)豚

が中心となり、安定した高品質の道産ポークが

提供されていく。効率的な防疫管理のほか優良

種豚の確保やSPF生産方式の確立が重要なポ

イント。養鶏でも品質な卵・鶏肉(ブロイラー)

の供給が求められてるが、一部差別化した地鶏

肉などの需要もある。草を利用できるオースト

リッチは皮、肉、羽毛などの新規需要開拓が期

待されている。

クローン家畜やDNAマーカーの利用などは

応用段階に入り、畜産分野に新たな可能性を与

える。サイトカインや生理活性物質を利用した

人と家畜にやさしい疾病の予防・治療技術も進

むであろう。食肉検査データや血液検査などに

よるモニタリングが進み牛の健康管理システム

も整備される。放牧や粗飼料利用への関心の高

まりを背景にリモートセンシング技術の活用に

よって草地・飼料作物の栽培管理やコーンクラ

ッシャーなど高性能機械を用いた収穫・調整法

が進むと考えられる。

畜産環境では、 2004年からの「糞尿処理法」

による堆肥盤等の整備以後、施肥マニュアルに

基づいて、草地・畑への糞尿・堆肥の施用が着

実に増加する。中期的視点での環境負荷を抑制

する北海道スタンダードの検討や、メタンガス

発生の抑制、窒素・リンの排世低減や糞尿のエ

ネルギー化などの技術開発の進展にも注目した
し、。

道産畜産物に関して「安全・安心・高品質J

の中味としてこれまでは未着手であったクリ

ーン畜産物の格付け・評価が進むであろう。道

内、全国の消費者の「安全・高品質」への期待

に応える実際の取り組みと生産物の内容が関

われる段階に入ったと考えなければならない。

加工原料乳としては、生クリームなどの液状乳

製品やチーズ向けなどの増加が予測されるた

め、それらに適した乳質改善が望まれる。また、

低温殺菌乳や手作りチーズ・アイスなどの生産

も拡大し、生産者の顔の見える生産物の販売な

ど流通ルートも多様化するであろう。機能性物

質の探索についても、牛乳・牛肉を中心に研究

成果が出て、差別化可能な畜産物の生産も開始

されると思われる。卵、牛乳のアレルゲンの評

価などの研究成果にも注目したい。

農村存立の意義や役割などは、多面的機能や

アメニテイの評価手法などの検討を含めて再

評価されるべきではないか。農村を対象とした

「地域振興・活性化J I多様な担い手の就農」

「都市住民・消費者との交流J Iグリーンツー

リズムの振興」などの施策が実施に移され、農

家戸数の減少にも歯止めがかかってほしいも

のである(表 5)。

表 5.北海道酪農・畜産の基本計画

めざす方向 北海道酪農・畜産への期待

。多様で効率的な経営体の育成 。今後とも圏内最大の酪農・畜産地

帯として生産を担う

0自給飼料に立脚した酪農 ・食糧自給率向上へ寄与

-畜産の推進

。環境保全型酪農・畜産の推進 4・クリーンで良質な北海道ブランド

。国際化に対抗しうる生産体制 の畜産物生産・供給

の構築

。ゆとりある酪農・畜産経営の展開

2001道酪農・畜産計画

5.おわりに

2 1世紀の初頭、長引く不況の中で本道の酪

農畜産も様々な課題に直面している。しかし、

生産者が自らの創意工夫の中から経営改善にチ

ャレンジし、大学や研究機関も技術開発や更な

る飛躍につながる研究に取り組んでいる。また、
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行政や関係団体も、新時代に対応する施策の立

案やサポートを展開している。そして幸いにも

全国の消費者が本道畜産物に期待を感じていて

くれる。ここで本道の生産者、研究者、行政・

団体、実需者が連携し、消費者とのチャンネル

を絶やさずに困難な課題に敢然と立ち向かい、

未来への希望を語り合い、その実現に向けて新

たな一歩を踏み出していくことが必要で、ある。

先人達が多大な労苦の末に築き上げたこの北海

道畜産を、さらに大きく豊かに発展させていく

ことが我々の責務であろう。
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